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発展途上国の失業問題についての研究*
A study of the Unemployment problem
in Developing Countries
原　島　　求**
Motomu Harashima
l
Many developing countries have been increasing public employment rapidly to cope with the
unemployment of educated labor. Are these employment policies right? This paper analyses the re-
lationship between the labor quantity ( or capital quantity or wage rate ) of the public sector and
the unemployment of educated labor in developing countries. We show that both the increases of
its labor quantity and of its wage rate increase the unemployment, and the increase of its capital
quantity decreases it. So we propose that developing countries with public surplus employment
should decrease public employment holding its capital quantity and its wage rate.
キーワード:公的部門の余剰労働,分節的労働市場,大企業・中小企業格差,期待賃金率裁定
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定について再検討し、それ以降展開される議
I.はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　論の基礎となる新たな想定を示す。第3節で
は、第2節の想定に沿った理論モデルを構築
近年、発展途上国では、教育水準の高い多　　　する。第4節では、比較静学分析により、公
くの若者達が低賃金の職に甘んぜず、長期間　　　的部門の雇用量・資本量・賃金率のそれぞれ
職を探して失業するという深刻な問題が起き　　　と、教育水準の高い労働者の失業量との関係
ている1)。このような状況は、政府に対して　　　を示す。第5節では、政策提言を行うととも
高賃金の仕事を要求する強い圧力を生んでお　　　に、残された課題を示す。
り、途上国の公的部門では高い雇用の伸びを
見せている(ただし、第1表の台湾に見られ　　　Ⅱ.発展途上国の労働市場に関する憩定
るように、東アジア諸国の多くでは高い伸び　　　　　の再検討
を見せていない。)0
本稿では、このような途上国政府の対策が　　　　これまで、途上国の失業問題に関する多く
労働市場にどのような影響を及ぼすかを検討　　　の研究が、 Todaro(1969)のモデル(及び、
し、今後途上国政府が採るべき対策を議論す　　　規範的分析を容易にするためにそれを簡略化
る。そして、最終的には、公的部門の雇用の　　　したHarris&Todaro(1970)のモデル)の影
削減が、一定の条件の下、返って教育水準の　　　響を受けており、基本的にはそこで示された
高い労働者の失業を減少させることを示した　　　途上国の労働市場についての想定を踏襲して
い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる。しかし、近年の途上国の労働市場につ
本稿の構成は次のとおりである。第2節で　　　いてのフィールドワ-クは、その想定を覆す
は、これまでの途上国の労働市場に関する想　　　結果を出している。本稿で構築するモデルは、
1)例えば、高木(1992)の第8章、 World Bank(1993)のchapter6を参照。
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それらのフィールドワークの結果を踏まえて　　　も、底辺まで教育の浸透している我が国にお
のものであるが、まず、 Todaro(1969)の想　　　ける都市への労働移動を連想すれば、このよ
定について振り返っておきたい。　　　　　　　　うな想定も疑問には感じられないかもしれな
い(ただし、我が国のそれも、農村から都市
1.労働市場についてのTodaroの想定　　　　　へ移動した人々の殆どは、農民ではなく、新
その想定を簡潔にまとめれば、つぎの①～　　卒の若者である。)。しかし、鳥居(1976)など
⑤のとおりである。　　　　　　　　　　　　を先駆けとして、この想定を批判する研究が
①　途上国には、大別すると、農村部門・都　　出てきている.
市近代部門(フォーマル・セクター) ・都
市在来部門(インフォーマル・セクター)　　2.発展途上国の労働市場の現状
の三つの部門が存在する。都市近代部門と　　2・1分節的労働市場(segmented labor mar-
は大企業・中小企業のような近代的企業　　　　　kets)
からなる部門、都市在来部門とは行路業者　　　鳥居(1976)では、都市在来部門の労働者に
(露天商・物売り)などを中心とした零細　　っいて「都市在来部門人口の大部分はこの那
な部門を意味する。　　　　　　　　　　　門独特の都市在来的な職業に従事し、農村部
②　都市近代部門の賃金率は農村部門のそれ　　門と同様の宿命感と低位就業に甘んじてきた
よりも遥かに高い水準に固定されている-　　長い歴史を持っている。これらの人々が、近
方、都市在来部門の賃金率は農村部門のそ　　代工業の労働力としての資質と強い意志を持
れよりも低い水準にある(Harris&Todaro　　つような状況を作る事を願うのはよいが現実
(1970)では、　暗に都市在来部門の賃金率　　にはそうではない事を重視しなけらばならな
を限りなく0に近いものとしている。)。　　　い。 」2)のように述べられている。また、農
③　農村から都市へ移動した労働者の目的は、　　村から都市への労働移動については、 「地主
都市近代部門での就労であり、都市在来部　　は、子弟の一部に高等教育を受けさせて近代
門で就労するとしても一時的なものである。　　部門に送り込む。自作、小作のほとんどは子
④　都市労働者の都市近代部門への雇用は、　　弟の教育は初等教育前半がやっとである。自
確率的な選択過程に従う。　　　　　　　　作、小作の家計群からは、一部が都市在来部
⑤　農村・都市の「期待生涯所得」 (Harris　　門に流出する。 」 3'のように述べられている。
&Todaro(1970)では、農村部門の賃金率　　　このような現実を調査によって具体的に確
と都市における期待賃金率)の格差に反応　　諾する研究も行われている。菊池(1985)は、
して、都市・農村間の労働移動が生じる。　　フィリピンのマニラ首都圏と農村を調査し、
この想定の中で注意を引く点は、農民とし　　都市近代部門(建設業を除く)に雇用される
て働いていた労働者が、一時的に都市在来部　　ためには高校以上の学歴が必要であるが、そ
門で就労することがあるにせよ、すんなりと　　れ以外の部門では学歴を必要としないことを
(確率的な選択過程に従い)都市近代部門で　　確認した(第2表参照)。また、 Papanek(19
働くことができてしまうことである。もっと　　75)は、ジャカルタでの調査で、都市在来部tttt-
2)鳥居(1976)の8頁20行目～23行目。
3)鳥居(1976)の9貢7行目～10行目。
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(出所)菊池(1985)の第9表より抜粋。
第3表　都市在来部門労働者の学歴と識字能力柱)　　　　　(単位:人)
[碧雲∃∃雲軍票
(注)ジャカルタの街頭で調査したもの。学歴については、在籍していたことを意味し、必ずしも
卒業しているとは限らない。
(出所) Papanek(1975)のTable lOより抜粋。
門の労働者の殆どが非常に低い教育水準にあ　　ではないし、彼らはそのことを理解するに足
ることを確認した(第3表参照)。　　　　　　　る情報を有している。 」ヰ)
さらに、中西(1991)では、フィリピンのス　　2-2　教育水準の低い労働者の労働市場
ラムでの住み込み調査によって次のようなこ　　　菊池(1985)では、教育水準の低い労働者の
とが確認されている。　　　　　　　　　　　移動状況についても調査しているが、その結
「著者が調査地居住者との間に行った対話　　異は、同労働者の移動が単純に「農村から都
によるかぎりでは、ほとんどの居住者は、ト　　　市へ」という図式では描くことができないこ
グロ流の2段階労働移動による都市ファーマ　　とを示している。それらをまとめると、次の
ル部門-の参入の可能性について、不可能で　　　とおりである。
あると考えているように思われる。教育水準　　　第4表は、第2表で参入のために学歴を要
ないし専門的技術という観点からみれば、都　　しないとした各労働市場の平均賃金率を示し
市インフォーマル部門就業者は、決して都市　　たものであるが、賃金率のきわめて低いピコー
フォーマル部門のためのエリジブル・レイバー　　ルとピサヤからは、多数の労働者が都市在来
(eligible labor)としての要件を満たす労働者　　部門(及び建設業)に参入している。また、
t■t■■t■■tqqま-iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiilttttttt
4)中西(1991)の121頁17行目～23行目。
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同地区からは、賃金率の高いラグナ州稲作地　　中西(1991)では、都市在来部門における個々
帯へも多数の労働者が移動している。一方、　　の雇用関係を見ると、地縁・血縁などを介さ
ラグナ州稲作地帯の労働者にとっては、都市・　　なければ結ぶことが難しくなっており、この
農村間の生活水準の格差を考慮すると、都市　　ことが労働市場を非効率なものにし、同部門
在来部門と建設業にはそれほどの魅力はなく、　　内に大きな所得格差を生んでいることを指摘
むしろ都市在来部門から同地帯に移動してく　　　している5)0
る者のほうが多い。また、同地帯からの建設　　2・3　教育水準の高い労働者の労働市場(都
業への参入者は出稼ぎというかたちでの就労　　　　　市近代部門労働市場)
となっている。　　　　　　　　　　　　　　　これまでの研究では、都市近代部門と都市
この移動状況から考えると、教育水準の低　　在来部門の格差が注目を浴びてきたが、実は、
い労働者の労働市場では、賃金の低い所から　　都市近代部門内にも大きな格差が存在する。
高い所-労働が移動しており、市場機能が効　　大企業と中小企業のそれである。
2.農業部門については、農業労働者の日雇い賃金を対象としたもの。
3・ラグナ州稲作地帯は、 「緑の革命」と称される新しい稲作技術の普及が急速且つ徹底的であった
ため、他の農村地帯に比べて生産性が高い。
4・ビコールは、ルソン島の南端の地域。この地域には、 「緑の革命」が普及しなかった。
5・ピサヤは、ルソン島とミンダナオ島に挟まれた諸島。この地域にも、 「緑の革命」が普及しなかっ
m
6. 「縄張り付き」が多数を占めている。
7.末熟練労働者の新規雇用賃金を対象としたもの。
8.出稼ぎ労働者を対象としたもの。
(出所)菊池(1985)の第9表より抜粋。
-一一-　　　　　　　　　　　　　　　　　　----・- ---一一-　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-
5)中西(1991)の第5章を参照。
6) WorldBank(1995)のchapterllを参照。この中で、インド、ケニア、マレイシア、パキスタン・(いずれのEgも労働者の
労働組合加入率が10%未満)などを例にあげ、途上国の労働者の労働組合加入率が非常に低いことを指摘している。
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べて中小企業の賃金はかなり低く、中小企業　　　生きてゆくことはできないので、完全な失業
の多くが最低賃金規則に違反しているような　　　者は殆ど存在しないと考えられる。したがっ
国もかなり存在する。特にアフリカ諸国の状　　　て、 Davies(1973)で指摘されているように、
祝はひどく、 80%以上の中小企業が同規則に　　　教育水準の低い労働者にとっての真の問題は
違反する国もいくつか存在する。　　　　　　　　失業問題ではなく、低所得問題(貧困問題)
また、 World Bank(1995)では、労働組合　　　であるといえるかもしれない。しかし、貧困
がそのメンバーの賃金率をマーケットレベル　　　を脱し得ない仕事にしか就けない状態は、あ
を超えるかなり高い水準に押し上げているこ　　　る意味での「失業」状態であり、その意味で、
とを指摘しているが、同時に、途上国の労働　　　都市在来部門・農村部門の最下層の人々を
組合の組織率が非常に低いことも指摘してい　　「失業者」と考えることもできる。いずれに
る7)。一般的に大企業ほど労働組合の存在す　　　しても、この間題は、教育水準の全体的向上、
る可能性が高いことを考えれば、労働組合が　　地縁・血縁などに取って代わる市場調整シス
大企業・中小企業間の賃金格差を生み出す要　　　テムの構築など、かなり長い期間を要する政
因の一つになっていると考えられる。　　　　　　策によらなければ解決できないであろう。こ
このような格差が存在する中、当然、教育　　　の問題について、本稿ではこれ以上議論しな
水準の高い労働者の大企業志向は強いものと　　　い。
なるだろうが、途上国の大企業の雇用吸収度　　　　一方、教育水準の高い労働者の失業は、
は、これまでの多くの研究が指摘するように　　　2-3でも述べたように、大企業・中小企業
かなり低い水準にある。こうした背景が、本　　　間の大きな格差を背景とする強い大企業志向
稿の冒頭で述べた、条件のよい職を探して長　　　と大企業の低い雇用吸収度とが主な原因となっ
期間失業を続ける若者達を生み出すものと考　　ているものと考えられる。もちろん、教育水
えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　準の高い労働者の失業及びその救済策として
2・4　発展途上国における二種類の失業　　　　　の公的部門の雇用量の増加の原因を、 70・80
これまでの途上国の失業問題に関する研究　　年代の途上国の経済危機に求めるような考え
では、失業の中に質的差異が存在することを　　方もあり、そこにも一定の妥当性はある。し
明示して議論するようなことはあまりなかっ　　　かし、低賃金の職を嫌って長期間仕事を探し
た。しかし、本稿のここまでの議論は、途上　　続ける行動パターンは、経済危機という理由
国の失業問題について、教育水準の高い労働　　ではうまく説明できない。この問題が70 ・
者のそれと低い労働者のそれに分けて考えな　　　80代以降注目を浴びてきた背景には、むし
ければ現実的な議論ができないことを示して　　　ろ、途上国の中等教育(あるいは、それ以上
いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の教育)の普及にあるのではないだろうか。
教育水準の低い労働者の失業は、まず、そ　　　その普及率は先進国に比べれば依然遥かに低
れを定義すること自体非常に難しい。彼等が　　　いものの、着実に向上してきており(第5表
もともと貧しい階層の出身であること、及び　　参照)、近代部門の整備がそれに追いっいて
途上国では社会保障制度が整っていないこと　　　いないと考えることもできる。
を考えれば、労働をまったくすることなしに
7) World Bank(1995)のchapter 12を参照。
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台が存在する　ため、　その賃金率
Ⅲ.モデル　　　　　　　　　　　　　　　(wB)は固定的で、且つ、常に中小企業部
門の賃金率Oh)より高いものとする。こ
本節では、前節の議論を踏まえ、公的部門　　のため、各部門の資本量が変化しないごく短
の雇用量・資本量.賃金率のそれぞれと教育　　い期間で見るなら、大企業部門の雇用量は-
水準の高い労働者の失業量との関係を議論す　　定であり、これに対して、中小企業部門は賃
るための小国モデルを構築する。　　　　　金率を低下させて雇用量の増加に対応するも
のとする。ただし、長期で見るなら、資本・
1都市近代部門　　　　　　　　　　　　労働とも両部門間を自由に移動するものとす
都市近代部門は、大企業と中小企業の二つ　　る。このため、長期的には両部門の利子率は
のサブ部門からなる。大企業部門には労働組　　等しくなり、 (3)が成立する。
合が存在し、中小企業部門には労働組合が存　　　　ro - r　　　　　　　　(3)
在しないものとするo両部門とも、資本及び　　なお、 Q (j-B,S)の賃金率、利子率につ
教育水準の高い労働を生産要素とする1次同　　いての偏微分係数をそれぞれCj,Q (j-B,S)
次生産関数によって、それぞれ1種類の財を　　のように表すことにする。これらは、それぞ
生産しているものとする。 (1)は大企業部門　　れ各財の単位労働投入量、単位資本投入量を
の単位費用関数、 (2)は中小企業部門の単位　　意味する。
費用関数を表す。
PB - CB(wB, rB)　　　　　　　(1)　　　公的部門
Ps - Cs(ws, rs)　　　　　　　　(2)　　　公的部門も、都市近代部門と同様、教育水
Pt (j-B,S)は、各部門の財価格(-国際　　準の高い労働者のみを雇用するものとする。
価格)を表す。小国を仮定するので、 PJ　は　　また、その賃金率(wp)はパラメータとす
所与とする　wrf (j-B,S)は、各部門の賃　　る。 wpは常に中小企業部門の賃金率よりも
金率、利子率を表す。大企業部門には労働組　　　高いものとする。ここでは、議論を簡潔にす
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るために、当初は大企業部門の賃金率(wB　　　まず、都市在来部門については、現実的に
)と等しい値をとるものとする。　　　　　　　都市近代部門との間で資本移動が起こるとは
wp- wB- W　　　　　　　　(4)　考え難いo農村部門についても、近代企業的
また、公的部門の雇用量・資本量について　　な形態をとる生産者が数多く存在するとはい
もパラメータとする。　　　　　　　　　　えず、都市近代部門との問で資本移動が起こ
るとは考え難い。さらに、たとえ農村部門に
3　労働量(教育水準の高い労働量)　　　　　近代的な資本が十分に存在するとしても、次
教育水準の高い労働の総量(LH)は一定　　のような理由により、都市近代部門との間で
であり、大企業部門、中小企業部門、公的部　　資本移動が起こらないものと考えられる。
門のいずれかに雇用されるか、失業している　　　次節では、教育水準の高い労働者の失業量
ものとする。 Ⅱで議論したように、農村から　　に対して、公的部門の雇用量・資本量・賃金
都市近代部門(または公的部門)に参入して　　率の変化のそれぞれが与える影響についての
くる労働者は、同部門に参入すべく教育を受　　比較静学分析をするが、これらのパラメータ
けてきた者であって、農村出身であっても　　の変化によ-て農村部門の利子率が変化しな
「農村部門」の労働者ではない。したがって、　いことは容易に理解されよう(農村部門では
教育水準の高い労働者は、農村部門に雇用さ　　教育水準の高い労働者を雇用しないため)o
れないものとする。もちろん、途上国の中で　　また、公的部門の賃金率の変化が都市近代部
もある程度発展している国には、農村にも近　　門の利子率に影響を与えないことも容易に理
代的企業が存在するが、その場合は地理的に　　解されよう(公的部門の賃金率が変化しても、
は農村であるが都市近代部門の一部と考えた　　公的部門の雇用量・資本量はパラメータなの
い。　　　　　　　　　　　　　で変化しないため)。さらに、公的部門の雇
用量・資本量が変化した場合でも、長期的に
LB十Le+Lp+U - LH　　　　　(5)　　は都市近代部門の利子率に影響を与えない
なお、Lb> -"S> '-'fはそれぞれ大企業部門、　(これについては4-1で説明)O　このため、
中小企業部門、公的部門の労働量を表し、 U　　少なくとも都市近代部門内の資本移動が都市・
は失業量を表す。 L,は、 2で述べたように　　農村間のそれに先行して起こるとすれば、後
パラメータとする。　　　　　　　　　　　　者は起こらないと考えられる。
Kt,-¥-Ko - K Kp　　　　　　　　(6)
4　資本量
1で述べたように、資本は、大企業部門と　　　5　期待賃金率裁定
中小企業部門の問を自由に移動する。また、　　　教育水準の高い労働者は皆、できることな
両部門の使用できる総資本量は、一定の資本　　　ら大企業部門または公的部門に雇用されたい
量(衰)から、公的部門が使用する資本量　　と考えているが、就職するに際して、次の2
(Kp)を除いた量とする。 2で述べたように、　種類の行動パターンのうちのいずれかを選択
K,はパラメータとする.　　　　　　　　　するものと仮定する。
都市近代部門の資本は、都市在来部門、農　　[パターン1]
村部門には移動しないものとする。その理由　　　　中小企業部門へは就職せず、フルタイム
は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　で大企業部門または公的部門への就職活動
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を行なうの各変化が要素報酬率・単位要素投入量等へ
[パターン2]及ぼす影響について示す。
とりあえず中小企業部門へ就職し、働き(3)を(D,(2)に代入すると次のようになる。
ながら大企業部門または公的部門への就職pB-CB(wB.r)(1)'
活動を行なう。ps-Cs(ws,r)(2)'
パターン1を選択した場合の期待賃金率(1)'と(2)'の2本の式の中に、未知数もちょ
(」WOは、大企業部門の賃金率(-公的部うどws,rの2個であるので、この2本の式
門の賃金率)と大企業部門(または公的部門)のみでws,rの値が決定するOこのため、
に就職できる確率の積と考えられる。Lp,Kp,wpの値の変化は、ws,rの値に影
E珂w(LB+Lp)
LB+LP+U
=wa(7)響憲li蓋-0(10)
_芸芸孟2t
。。古㌔是孟;呈f9=是芸誌芸宏一孟-o(ll)
盛ァ5tUfeti>(Fields(1975)ゥ
stァ」ゥォ^*」*」li--(t
pi)-ese^tォig^ゥ牀-nfflSaMdws_dr
dwpdwp
--ru-fcUMi^L-
*#H*ffilH^-e<iサ^Lfcfcffl^^M{i#
労働市場の均衡では、EWlと甥が(8)芸芸言霊tfl芸:oT、前者が変化しなければ
く芸5o
Wy-EW2(9)普-普-普-告-o(13)
Ⅳ.比較静学普一告一驚一告-o(14)
本節では、公的部門の雇用量・資本量・賃驚一驚-普-畿-o(15)
金率の変化が、教育水準の高い労働者の失業次にLp,Kp,wpの各値の変化のaへの影
量に対して長期的に(生産要素が自由に部門響について示す。
間移動したのちに)どのような影響を与える結論からいえば、JLp,Kpの変化はαの値
かを比較静学分析により示したい。に影響を与えない(解析的には付録のA-1
で示す.)のに対して、wpの増加はαを減少
1要素報酬率・単位要素投入量等への影響させる(解析的には付録のA-2で示す。)。
まず、公的部門の雇用量・資本量・賃金率その理由は以下のとおりである0
8)Fields(1975)では、都市在来部門の労働者が都市近代部門へ就職できるものと想定し、
その期待賃金率を(8)と同様の式で定義した。
9)財と生産要素の数が等しくない場合については、例えば、Woodland(1982)を参照。
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wpが増加しても長期的にはwsに変化(21)の係数行列の行列式(△)を展開す
がないので、パターン1を選択することによっると次のようになる.
言誓言誓芸豊霊宝芸謡△--響(α告一恵(22)
皇子ba亡霊禁芸i)i誓ア(22)の右辺の(・)内のα告は、
Lp,Kpのどちらが変化しても、長期的にいunemployment-adjustedfactorintensityllと呼
ずれの賃金率も変化しないため、αを変化さばれるものである。Neary(1981)などが指摘
せる誘因がまったくないわけである。するように、賃金率の硬直性と期待賃金率裁
君-o(16)霊。yment-adjustedfact。r三三芸芸這
二l-∴∴-一・一
二三卦"k':-、I、~三∴‥〕∴∴二二一
次いで、公的部門の雇用量・資本量・賃金の右辺の(・)内の値は正となり、したがっ
誓票笠ob朋門の生産量-及ぼす影響に-てAゥ
A<賃は負となる。(23)
立(1),(2),(5),(7)よりより次のような式が成増岩だ芸雷慧si,
xs(D志志芸芸.8億の
一迫∃芝~^~cwsxs-LH(19)箸--告知(24)
α
なお、%b>Xsは、それぞれ大企業部門の若-告<o(25)
票(0,(2),(芸piq冨芸票雷雲芸ob減立箸-普<o(26)
す芸rB^-B~t~CrsXg一斉-Kp(20)笠--告>o(27)
全忘o)-(l霊孟票tL芸(19)・(
ゥ<fc-H霊買辺を豊-上空準急>o(28)
旦-一旦迎孟<o(29)
dwFAa
(24)-(27)の結果は、リプチンスキー定
aa
-dKP-(21);藁蓮;蓮慈
一----I--Il~~A
IO)これは、Khan(1980)で名づけられたものであるO
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し、労働集約財であるXsが減少(増加)し　　　失業量を増加(減少)させることになる。
たのである。
(28)・(29)の結果も同様に考えることがで　　　Ⅴ.政策提言と残された課題
きる。 wpの増加がパターン1を選択する者
が失業する確率(トα)を高めたことが、都　　　　前節の結果より、公的部門の資本量と賃金
市近代部門で実際に働く総労働量の減少を生　　　率を変化させることなく、その雇用量を削減
み、リプチンスキー定理が働いたと考えられ　　　すれば1)教育水準の高い労働者の失業量は減
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　少するので、その実施を提言したい(ただし、
3　失業量への影響　　　　　　　　　　　　　　多くの東アジア諸国のように、公的部門で余
本節の目的である、公的部門の雇用量・資　　　剰労働を抱えていない国はその対象とならな
本量・賃金率の変化が教育水準の高い労働者　　　い)。
の失業量へ及ぼす影響について示す。　　　　　　公的部門の資本量と賃金率を一定に保つこ
(5), (7)より、失業量を次のように表すこと　　　との妥当性は以下のとおりである。
ができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もし、余剰労働を抱えていない状況で雇用
17- (1-a)(LH-Ls)　　　(30)　量を減少させれば、資本が過剰となるため資
(30)とこれまでの結果より、 Lp, Kp, wp　　本量も減少させる(例えば、事業の一部を民
の増加によるUの増減が確定する。　　　　営化する)必要があるかもしれない。しかし、
岩- -(1-α)c.若, o　　　芸orld冒ank(1993)12) /6票急呈乞志.J書
芸- -(1-α)Cw濃くo　　　票孟禁這芸?=去票:芸警誓Lit孟
芸- -(トα)C-農-{LH-Ls)農　芸票芸蒜票禁J雷,誓孟芸:;禁芸雷雲
>o　　　　　　　　大幅な削減を余儀なくされてきた13)。このよ
この結果を説明すると次のようになるo　　ぅな状況の下、労働量の増加に調和した資本
Lp,Kp wpの変化はともに各部門の要素投　量の増加が実現されなかったのは当然のこと
入比率を変化させないので、各部門の労働量　　といえよう。
の増減は生産量の増減と同一方向になる。こ　　また、これまでの雇用拡大策には、予算の
のため、 Lp, wp (Kp)の増加は中小企業部　制約上賃金率の削減が伴い、民間部門への頭
門の雇用量を減少(増加)させ、結果的にパ　脳流出があったことも事実である。これには、
ターン1の選択者を増加(減少)・させる。こ　　賃金率の削減が高所得層(高官や非常に高度
のような状況下、 JLp,Kpの増加はαの値を　な技術を持った者)ほど大きく、低所得層は
変化させないし、 wpの増加はaの値を減少さ　　ど小さかった14)ことにかなり影響を受けてい
せる。したがって、 Lp,wp (Kp)の増加はるものと考えられる。したがって、少数の高
11)本稿のモデルでは、教育水準の高い労働の総量と総資本塁を一定として分析しているので、 「削減」としているが、現
実的には、 「凍結」だとか、 「伸び率の削減」ということになるかもしれない。
12) World Bank(1993)のchapter6を参照。この中で、東アジア諸国の多くで公的部門の労働余剰が抑制されていることが
指摘されている。
13) World Bank(1995)のchapter 14を参照。
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度な技術を持った者の賃金率を上げることはく、安全・衛生面での格差も非常に大きい15)。
やむを得ないかもしれない。しかし、大多数したがって、中小企業部門の労働量が増加す
の一般的な労働者については、現在も過剰にれば、労働災害(疾病)が大きく増加するこ
存在しており、不足が問題となっているわけとが予想される。また、もしかすれば、安全・
ではないので、賃上げの据置きも可能である衛生面での格差を縮めなければ、失業量自体、
と考えられる。あまり減少させることができないのかもしれ
以上のような政策提言によって、万事うまない。紙面の都合上、このことについては議
くいくかといえば、実はそうともいえない。論できなかったが、後日他の機会に公表する
前節の議論から明らかなように、失業量の滅こととしたい。
少は中小企業部門の雇用量の増加を意味する。
第2節で大企業・中小企業の格差を指摘した
が、そこでは、賃金率の格差のみを問題にし
ていた。しかし、実際には、それだけではな
(付録)
A-1
(7),(8)を(9)に代入すると次のようになる。
wa-(l-h)ws+hw(9)'
(9)'の両辺をLfiKpで微分して整理すると、それぞれ次のようになる。
孟-意告-o(v(10))
孟-吉富-o(v(ID)
A-2
wpを次のように再定義する。
wp-w+z(Al)
(Al)を考慮すると、(9)は次のようになる。
蒜α+T(蘇-a-h)ws
+hiw+z(藷(9)-
(9)"の両辺をTで微分して整理すると次のようになる。
一■■t■■1-ll-iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiillllttttt
14)WorldBank(1995)のchapter14を参照。
15)WorldBank(1995)のchapterllを参照。
16)この関係式の成立理由については、例えば、Jones(1965)を参照。
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da
dzL,
LR+LP+U一丁蝣LB+LP+U
dx-+hLp-+耳目
(A2)
当初、wp-蒜であるので、(A2)をT-0で評価すればよい。
孟T=。意(一志十h(志(A3)
ところで、
LR+LP+U+h(志)くu
LR+LP+U+α(讃云-o(A4)
(A3),(A4)より、
孟<O
A-3
本稿のモデルの動学的調整メカニズムは次のようなものである。
iB-k¥l-CwB玩-crBr](A5)
xc-fCn¥PoCがWs-C,r(A6)
血-k.響+cwsXs{LHLp)(A7)
ターkA¥_CrBXB+CrsXs-*¥(A8)
-**[{(トh)ws+玩トα石(A9)
ただし、k,a-i-5)は調整係数であり、すべて正値である。
この体系を、次の(AIO)-(A13)の関係16)を用いて、均衡点(x;,x;,w芸,T,αつの近傍
で1次近似すると(A14)のようになる。
cwB-UkePbダ(AIO)
cws-9ks-s(泌S一戸(All)
crB-&LB-Bダ(A12)
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crs-6ls-s(u>S一戸(A13)
ただし、fc,(i-L,K,j-B,S)は各財の各生産要素への分配率を示し、ay(j-B,S)は各財の代
替の弾力性を示す。
kyCrB
k2Cr,
(A14)
0
ここで、(A14)の係数行列の行列式(IJ】)の値は次のようになる。
・/I-kftJcjftJcs箸(α・告-告(A15)
この体系が安定的であるためには、ルース-バーヴィッチの条件より、IJlの値が負にならな
ければならない。
|/|<o(A16)
(A15),(A16)より、次のような式が成立する。
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